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MEXT 
ABSTRACT 
Since the damage each natural disaster brings and the influence to public attitude are different 
according to the concrete situation, it is necessary to analyze public attitude and the difference in both of 
a disaster area and the whole country. Because of the point of view from national government, it is 
necessary to prepare for a large-scale natural disaster widely. 
So in this script, we conduct the comparison analysis; grasping the change of public attitude to science 
and technology in later just before the large-scale natural disaster occurrence such as a big earthquake 
(Comparison between the identical respondent of the internet investigation in March, 2016 and in May, 
2016 in later just before Kumamoto Earthquake). 
 As the result, 1) in Kumamoto-prefecture and Japan as whole, it has been cleared that the expectation 
to the field which difences peoples’ life from natural disasters such as earthquake was enhanced, and 2) 
it has been revealed that in the disastered area preliminary prediction research or crossing research were 
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2016 年 3 月に、インターネット調査会社の登録モニターを対象としてアンケー
トによる国民の科学技術に関する意識調査を行い、N = 3,000 の回答を得た。熊本
地震前であり、当初は、国民の意識変化の定常的な観測を目的としていた。 
続いて、4 月 14 日以降の一連の熊本地震後の 2016 年 5 月に、あらためて意識調
査を行い、3 月回答者と同一回答者 2,042 名を含む N = 3,000 の回答を得た。 
また、2011 年 7 月に科学技術・学術政策研究所が行った訪問面接調査で得た結






















概要図表 1 九州の回答者の科学技術に対する期待 
（出典：図表 4-12-2 再掲） 
 
 
概要図表 2 全国の回答者の科学技術に対する期待 










概要図表 3 九州の回答者の科学技術に対する不安 
（出典：図表 4-15-2 の一部抜粋） 
 
 
概要図表 4 全国の回答者の科学技術に対する不安 
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概要図表 5 九州の回答者の科学技術情報への信頼度 
（出典：図表 4-18-2 の一部抜粋） 
 
 
概要図表 6 全国の回答者の科学技術情報への信頼度 
（出典：図表 4-18-1 の一部抜粋） 
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① 熊本地震発生直前後の回答者の科学技術に対する意識変化の把握（図表 2-1 の 1.相当） 
② 東日本大震災発生後-熊本地震発生後間の回答者の科学技術に対する意識比較（図表
2-1 の 2.相当） 
 
図表 2-1 熊本地震直前後と東日本大震災後-熊本地震後の意識比較 
（出典：筆者作成） 
 
2016 年 3 月（附録 1、調査期間：3/11-3/19、N = 3,000、マイボイスコム株式会社）、インターネ
ット調査による意識調査を実施し、2016 年 5 月（調査期間：5/27-6/6、N = 3,000 ）、熊本地震関
連設問も設けた科学技術に対する国民意識調査（以下、意識調査という）をインターネット・リサ
ーチ（以下、インターネット調査という）により実施した（附録 2、マイボイスコム株式会社）。 
 両者には、同一回答者 2,042 名が含まれる。これらの人々は日本国民を代表しないが、同一
回答者集団の意識の変化を分析することに一定の意味があると考えられる。 
上記の 16 年 5 月調査では熊本地震後の国民意識を表すに対して、2011 年 7 月に実施された

































































 最初にお断りしておくべき点として、本イメージ画像は ESRI 社が無料で頒布している Global 
Administrative Areas のシェイプファイル（拡張子.shp）形式の画像データ














図表 3-1 では、インターネット調査（右）と住民基本台帳による推計値（左）との比較、図表 3-2
では、訪問面接調査（右）と国勢調査による推計値（左）との比較である。国勢調査や政府統計な
どの推計値では、最新の都道府県別の推計が報告されるまでには数年程度の時間がかかる。





ては 3 月、5 月のどちらを選んでも結果的に大差ないので（回答者の約 7 割が同一回答者だか
ら）、比較対象と時間的に近い 3 月調査1を使用する。 











一方、訪問面接調査との比較を行った図表 3-2 ではどうか。ここで重要なことは、2010 年 7 月
の訪問面接調査は都道府県別の分解能はない。全国を 10 地域（北海道・東北・関東・北陸・東




図表 3-1 日本の都道府県別人口分布①1 
（出典：左：住民基本台帳による人口推計、2014 年、15-69 歳。 




図表 3-2 日本の都道府県別人口分布②1 
（左：国勢調査による人口推計、2010 年、20 歳以上。 








P = 0.599 となり、独立性の帰無仮説は棄却されない。 
この結果から、訪問面接調査の方がインターネット調査より偏りが少ないことが分かるが、そも
そも地域の集約をすると検定に有利になるのではないかという御指摘も考えられる。一応、公平
を期すため、図表 3-1 のデータについても 10 地域別に集計した上でカイ二乗独立性検定を行う























































なお、図表 3-1 の住民基本台帳による人口推計（2014 年）と、図表 3-2 の国勢調査による人口
推計（2010 年）とでは人数の単位を揃えると、P = 0.107（カイ二乗検定統計量：58.219, 自由度：








・インターネット調査（16 年 3 月, 15 歳以上 69 歳以下）と母集団（住民基本台帳による人口推計、












東山地域（山梨県,長野県）で P = 0.007 となり、外れていることが分かる。具体的には観測度
数（標本数）が 41 人となっているが、ここは理論度数が 24 人（片側 5％有意性水準）であり、サン
プル数が過剰である。 
また、性差についても同様に調べることができ、東山地域のみ性別差（P = 0.042）があり、男
性の観測度数が 20 人である一方、理論度数は 12 人となっており、男性が多い。この点について



























図表 3-3 インターネット調査（16 年 3 月）の調整残差分析結果 





栃木県（P = 0.047）、群馬県（P = 0.001）、静岡県（P = 0.004）、 
鹿児島県（P = 0.012）、沖縄県（P = 0.037） 
男性多い・女性少ない： 







群馬県 0.002 23 47
茨城県 0.019 48 70
静岡県 0.001 52 88
山口県 0.016 17 32
大分県 0.034 15 27
長崎県 0.035 19 32
熊本県 0.047 27 41
鹿児島県 0.003 17 38
東京都 0.000 452 324
神奈川県 0.016 264 219






図表 3-4 日本の都道府県別平均年齢分布① 
（左：住民基本台帳による人口推計、2014 年、15-69 歳。 
右：インターネット調査回答者、16 年 3 月、15-69 歳） 
 
 





府県別に調べてみよう。まず図表 3-1 に対応して、同じような図を描く。 
図表 3-4 から、一瞥するだけで、インターネット調査の平均年齢が突出して若い都道府県があ
ることが垣間見える。加えて、Welch の t 検定[15]により、 
 
北海道（P = 0.026）、岩手県（P = 0.009）、秋田県（P = 0.032）、山形県（P = 0.015）、 
茨城県（P = 0.007）、群馬県（P = 0.019）、千葉県（P = 0.001）、新潟県（P = 0.000）、 
山梨県（P = 0.005）、長野県（P = 0.000）、愛知県（P = 0.000）、大阪府（P = 0.001）、 
和歌山県（P = 0.003）、島根県（P = 0.007）、岡山県（P = 0.002）、広島県（P = 0.001）、 
福岡県（P = 0.006）、鹿児島県（P = 0.039） 
 









図表 3-5 日本の都道府県別平均年齢分布② 
（左：国勢調査による人口推計、2010 年、20 歳以上 
右：訪問面接調査、2010 年 7 月、N = 1,010、20 歳以上） 
 
 






















4. 熊本地震 発生直前後 2016 年 3 月- 5 月間分析 
（１） 全国、九州及び熊本県の時間変化分析 
インターネット調査の 3 月調査と 5 月調査の両方に回答した 4,084 名の回答者の意識変化を
全国及び熊本県を分けて分析する。前者は熊本県を除く 46 都道府県でもよいが大差なく、全国
の方が分かりやすいのでここでは分けない。まずは回答者の属性から比較分析を行う。 
図表 4-1 から全国、九州でも熊本県でも性別構成に差はない。また、図表 4-2 から、 
」 
全国の平均年齢（3 月）：42.5 歳、（5 月）：42.7 歳 
九州の平均年齢（3 月）：42.7 歳、（5 月）：42.9 歳 




本稿では N = 38 の熊本県に対して、N = 4,084 の全国とそのまま仮説検定を行うと、標本数
の差が検定結果に影響する（標本数が多いほど、帰無仮説は棄却されやすい。即ち P 値は低下
する）ため、ブートストラップ法を使ってその影響を排除している。 
ブートストラップ法を簡単に述べると、2 つのつぼの中にそれぞれ 19、154 と 2,042 の標本（例え
ば碁石のようなもの）があるとする。3 人が眼隠ししてそれぞれのつぼから 1 つの碁石を取り出し










図表 4-1 全国、九州及び熊本県の回答者の性別 2 








図表 4-2-1 全国の回答者の年齢 2 
（出典：インターネット調査から筆者作成） 
 
                                                        
2 3 月、5 月のインターネット調査では、男女同数、10 代から 60 代まで各年代同数の制御
を行っているため、本稿の年齢の分布は政府統計等とは一致しない。 






























































図表 4-6 回答者の婚姻 
（出典：インターネット調査から筆者作成） 
 
 同居する子どもについても、基本的に熊本県と全国に違いはない（小学生未満：P = 0.959、大
学生等：P = 0.937、社会人の子ども：P = 0.949、同居子どもいない：P = 0.965、子どもいない：P 
= 0.968 ）。しかし、該当者がゼロ人の場合では、上記のブートストラップ法を使っても、当然なが


































図表 4-8 科学ニュースのタイトルの共起ネットワーク 






か、検索回数が 20,000 件/日を下回るまでに約 1 月間かかっている。この検索数は地震の発生
数と相関があると考えられるが、本稿では意識調査に絞るためその点に関しては分析しない。ま
た、熊本で震度 7 が観測された直後は、「東日本大震災」や「阪神・淡路大震災」の検索数もそれ






図表 4-9 熊本地震発生に関連した用語の Wikipedia の検索回数 






















































































  どのような都道府県で期待が変化しているか調べるため、日本のイメージ画像（図表 4-13）を
使って分析を行う。このイメージ画像を見ると、熊本県のみが突出して期待が増した、というより、





3 月調査                5 月調査        （5 月調査-3 月調査）差分 
 




3 月調査                5 月調査        （5 月調査-3 月調査）差分 
 


































この 3 月調査-5 月調査間の比較では大事な時期を挟む。日本で広く使用されている年度を超え
ているのだ。即ち、回答者の少なからずの人数が学校や職場の変更を経験している可能性が高
く、それに伴って、友人・知人や職場の人も変わっている可能性がある。そうだとすると、4 月に変










































3 月調査                5 月調査        （5 月調査-3 月調査）差分 
 















































































































































下した。図表 4-23 を見ても、3 月の熊本県の 90％という観測値は異常に高いことが分かる。 
 









































3 月調査                5 月調査        （5 月調査-3 月調査）差分 
 




















































































図表 4-31-1 全国の回答者の考え方[17] 




図表 4-31-2 九州の回答者の考え方[17] 




図表 4-31-3 熊本県の回答者の考え方[17] 










図表 4-32 一般的な 2 元クロス集計表 
 
 
図表 4-33 一般的な 3 元クロス集計表 
 
前節の議論を一般化すると、図表 4-32 の表（例えば、X：各変量、Y：3 月と 5 月）を熊本県と全
国で別々に議論していた。これを一括して示すと、図表 4-33 となる。前節の場合、X：各変量、Y：
3 月と 5 月、Z：熊本県と全国、となる。 
 クロス集計表は一般に、より高次元のものを設定できる一方、解析手法も難解になる。3 元クロ
ス集計表を解析にするにはオッズ比[15]の概念の導入が避けられない。図表 4-32 において、観測
時点を固定すると（図表 4-33 の X と Z を使うと）、 





























Y1 Y2 Y1 Y2
X1 a1 b1 a2 b2

















 過去 1 年間の施設訪問経験については、オッズ比分析による熊本県と全国で違いはみられな
かった。 




図表 4-34 科学技術への関心に関する九州（赤色）と熊本県（青色）のオッズ比の変化 



































 いずれにしても、図表 4-34 は図表 4-11 の 2 枚の図表の情報をまとめたことになる。 
 






など 12 変量中 8 変量で増えているようにみえる。 
 特に、地震などの自然災害から生活を守る分野、に関して 3 月と 5 月のオッズ比が均一である
という帰無仮説の検定結果は P =0.080 となっており、5％有意性水準では棄却はされないもの
の、かなり増加している（0.57→1.93）と思われる。 
 また、オッズ比の絶対値そのものには統計学的にはあまり意味はないが、5 月の製造技術等

























図表 4-35 科学技術への期待に関する九州と熊本県のオッズ比の変化 




























→0.00、九州：1.29→1.22）の 6 変量となる。 
 
 
図表 4-36 科学技術の情報源に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 













図表 4-37 科学技術情報の信頼度に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 















（熊本県：1.15→1.67、九州：0.71→1.05）の 11 変量である。 
 減少傾向は、インターネット（熊本県：1.87→1.58、九州：1.12→1.00）、国や地方の行政機関（熊












図表 4-38 科学技術関心度、科学技術発展評価に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 





図表 4-39 科学技術への考え方に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 








は重要であり政府によって支援されるべきである（8.17→0.87）、は 3 月と 5 月のオッズ比が均一
であるという帰無仮説の検定結果は P =0.009 となり、5％有意性水準で棄却される。だがこれ
は 3 月の熊本県では 100％だったためであり、「地震前に高すぎたこと」が原因であると考えられ、
あまり意味は乏しそうである。また、科学技術の利用には予想もできない危険が潜んでいる（1.47
























本県：0.64→0.37、九州：0.65→0.57）の 8 変量である。 
 
社会への影響の大きな科学技術の評価で重視すべき事項について、オッズ比の変化は図表
4-40 となる。5 月の熊本県では、ほとんどの項目で 3 月から減少しており、わずかに増加している
のは、企業や経済団体の評価（1.74→2.26）、研究開発に関与する人を誠実と思える（0.72→0.93）










































一般の人への分かりやすい情報提供（熊本県：1.42→0.39、九州：0.85→0.77）の 2 つである。 
 
 
図表 4-41 政府が実施すべき施策：スーパー台風や爆弾低気圧・ゲリラ豪雨など自然災害の 
予測と対策、に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 
（出典：図表 4-29 から筆者作成） 
 
 
図表 4-42 政府が実施すべき施策：無人航空機・ドローン等の既存の大量流通製品の改造に 
よるテロや犯罪、に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 















てはまるものはない（熊本県：0.29→0.62、九州：0.97→1.07）の 2 つである。 
減少傾向は、研究開発の推進（熊本県：1.50→0.75、九州：1.21→1.09）、関係企業等に対する
協力要請（熊本県：2.19→1.20、九州：1.34→0.65）、一般の人への分かりやすい情報提供（熊本
県：0.96→0.89、九州：0.94→0.81）の 3 つである。 
 








図表 4-43 政府が実施すべき施策：地震や火山噴火の予測と対策、に関する熊本県と九州の 
オッズ比の変化 






導・監督の徹底（熊本県：0.88→1.17、九州：0.99→1.08）の 2 つである。 
減少傾向は、法的規制・制度の新設・改変（熊本県：2.16→0.51、九州：1.71→1.15）、関係企業
等に対する協力要請（熊本県：1.23→0.85、九州：1.30→1.01）、一般の人への分かりやすい情報
提供（熊本県：0.88→0.39、九州：0.78→0.69）の 3 つである。 
 
 回答者の考え方に関するオッズ比の変化は図表 4-44 及び図表 4-45 となる。オッズ比の均一




図表 4-44 回答者の考え方①に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 





図表 4-45 回答者の考え方②に関する熊本県と九州のオッズ比の変化 











































5. 熊本地震発生後 2016 年 5 月-東日本大震災発生後 2011 年 7 月間
分析 
（１） 全国及び被災地域の時間変化分析 
第 4 章と同様にして、次に熊本地震後の 16 年 5 月のインターネット調査の結果と、東日本大




ただし、母集団代表性のない第 4 章に加えて、更に主に以下の 3 つの違いが発生する。 
1) 16 年 5 月のインターネット調査(インターネット・リサーチ：母集団代表性なし)と、東日本大震災
後の 11 年 7 月の訪問面接調査（世論調査：母集団代表性あり）という調査手法の違いによる
偏りがある。この偏りの除去については現在、アカデミアでも議論されており、オッズ比でも偏
りを消すことはできない。 
2) 第 4 章の 16 年 5 月調査-3 月調査間比較では調査間隔は約 2 月間の同一回答者集団だが、
熊本地震後の 16 年 5 月のインターネット調査の結果と、東日本大震災後の 11 年 7 月に実施
された訪問面接調査の結果の比較分析では、約 5 年間で回答者集団は異なる上、地震以外
の要因による意識変化の可能性も否定できない。よって、第 4 章のように 11 年 7 月と 16 年 5









第 4 章と同じく、まずは全国と被災地域の回答変化を調べる。 
本章における「全国」は「被災地域を除く全国」であることに留意願いたい。第 4 章と取扱いが




今後、表記として、「11 年 7 月全国」＝「11 年 7 月全国（東北地方除く）」 
「16 年 5 月全国」＝「16 年 5 月全国（九州地方除く）」 
となる。長い文字数を省略するため、本章の表記では全国の（）を省略する。 
また、被災地域に近い隣接地域（図表中では被災地域、と表記する）として、11 年 7 月には関

















図表 5-1 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の性別 





図表 5-2-1 全国の回答者の年齢 





図表 5-2-2 被災地域・隣接地域の回答者の年齢 





図表 5-3 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の学歴 








図表 5-4 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の専門 











図表 5-5 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の職業 









 全国：11 年 7 月 約 519 万円（標準誤差 約 324 万円） 
16 年 5 月 約 596 万円（標準誤差 約 376 万円） 
 被災地域：11 年 7 月東北 約 382 万円（標準誤差 約 202 万円） 
16 年 5 月九州 約 512 万円（標準誤差 約 377 万円） 
 隣接地域：11 年 7 月関東 約 591 万円（標準誤差 約 354 万円） 
        16 年 5 月中国四国 約 549 万円（標準誤差 約 353 万円） 
 
 
図表 5-6 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の世帯年収 















図表 5-7 科学ニュースのタイトルの共起ネットワーク 





図表 5-8 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の科学技術関心度 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
 
 図表 5-8 では回答者の科学技術関心度を表す。11 年 7 月から 16 年 5 月の全国で科学技術関
心度は低下した（77.5％→63.9％）。一般的に日本の科学技術関心度は非常に関心がある・どち













11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
 
図表 5-9 科学技術関心度の都道府県別変化 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
 
 回答者の科学技術発展への評価（プラス・マイナス面が多いなど）では、図表 5-9 となり、全国
及び被災地域で時間的な変化はない。一方、全国と被災地域間では少し差があるように思われ
る（全国：11 年 7 月：48.9％、16 年 5 月：48.4％、被災地域：11 年 7 月：42.3％、16 年 5 月：44.3％）
が、詳細な分析は後のオッズ比分析にゆだねる。 








図表 5-10 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の科学技術発展評価 




図表 5-11 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の科学者信頼度、技術者信頼度 




11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-12 科学者信頼度の都道府県別変化 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-13 技術者信頼度の都道府県別変化 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 




図表 5-14-1 全国の回答者の科学技術リテラシー 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
 
図表 5-14-2 被災地域・隣接地域の回答者の科学技術リテラシー 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
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11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-15 「大陸は何万年もかけて移動しておりこれからも移動するだろう」の都道府県別変化 






 回答者の科学技術への期待は図表 5-16 となる。 
 
 
図表 5-16-1 全国の回答者の科学技術への期待 









図表 5-16-2 被災地域・隣接地域の回答者の科学技術への期待 




11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-17 未知の現象の解明・新しい法則や原理の発見への期待の都道府県別変化 




福島第一原子力発電所事故影響への不安度（図表 5-18）は、11 年 7 月より 16 年 5 月で大き




図表 5-18 全国及び被災地域の回答者の福島第一原子力発電所事故影響への不安度 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
 
11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-19 福島第一原子力発電所事故影響への不安度の都道府県別変化 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
科学者等がなすべき地震情報の発信方法については、全国及び被災地域・隣接地域で図表






図表 5-20-1 全国の回答者の科学者等がなすべき地震情報の発信方法 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
 
図表 5-20-2 被災地域・隣接地域の回答者の科学者等がなすべき地震情報の発信方法 




11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-21 科学者等がなすべき地震情報の発信方法：インターネットの都道府県別変化 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
 
図表 5-22 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の科学者等がなすべき地震情報の 
最も適切な発信方法 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
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科学者等がなすべき地震情報の最も適切な発信方法は図表 5-22 となる。全体的に 11 年から
16 年で、テレビ・ラジオが減少する一方、インターネット、わからない、は増加している。 
 最も適切な発信方法のテレビ・ラジオ、インターネット、わからない、について都道府県別の変







11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-23 科学者等がなすべき地震情報の最も適切な発信方法：テレビ・ラジオ 
の都道府県別変化 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-24 科学者等がなすべき地震情報の最も適切な発信方法：インターネット 
の都道府県別変化 








11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-25 科学者等がなすべき地震情報の最も適切な発信方法：わからない 
の都道府県別変化 
（出典：16 年 5 月インターネット調査及び 11 年 7 月訪問面接調査から筆者作成） 
 
 
図表 5-26 全国及び被災地域・隣接地域の回答者の大規模災害などの緊急時にとるべき対策 







11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-27 大規模災害などの緊急時にとるべき対策：可能な限り迅速な対策であること、 
の都道府県別変化 









図表 5-28-1 全国の回答者の災害対策の強化のために注力すべき研究 




図表 5-28-2 被災地域・隣接地域の回答者の災害対策の強化のために注力すべき研究 




11 年 7 月調査          16 年 5 月調査  （16 年 5 月調査-11 年 7 月調査）差分 
 
図表 5-29 災害対策の強化のために注力すべき研究：影響極小化、の都道府県別変化 













































図表 5-30 被災地域・隣接地域の回答者の性別及び専門に関するオッズ比の変化 




回答者の職業に関するオッズ比は図表 5-31 となり、11 年 7 月調査の東北地方では農林水産業








図表 5-31 被災地域・隣接地域の回答者の職業に関するオッズ比の変化 
（出典：図表 5-5 から筆者作成） 
 
 
 回答者の意識変化が熊本地震に関係するかどうか、第 4 章では熊本県と九州の意識の変化
の向きを調べた。本章では都道府県別に調査できず、被災地域（地方）と隣接地域（地方）くらい
しか調べられない。そのため、第 4 章より熊本地震案件と判断するための条件を追加する。 
 具体的にはオッズ比推定値が、被災地域 > 隣接地域 > 1.0 (全国) 、又は 




度のオッズ比を調べると、図表 5-32 となる。 
11 年 7 月での東北と関東では科学技術関心度、技術者信頼度に明確な差があり、関東の方
が高い。同時に、11 年 7 月での東北での科学技術関心度は全国より低い（0.57）。科学技術発展
評価、科学者信頼度も東北より関東の方が高そうである。 








図表 5-32 被災地域・隣接地域の回答者の科学技術関心度、科学技術発展評価、 
科学者信頼度及び技術者信頼度に関するオッズ比の変化 
（出典：図表 5-8、図表 5-10 及び図表 5-11 から筆者作成） 
 
 
 回答者の科学リテラシーに関する正答率のオッズ比は図表 5-33 となる。 
・16 年 5 月の九州で、すべての放射能は人工的に作られたものである（0.72） 
              放射能に汚染された牛乳は沸騰させれば安全である（0.73） 
の 2 つが全国より明確に低い。 
・11 年 7 月の関東で、すべての放射能は人工的に作られたものである（1.64） 
              電子の大きさは原子の大きさよりも小さい（1.40） 
              ごく初期の人類は恐竜と同時代に生きていた（1.32） 
放射能に汚染された牛乳は沸騰させれば安全である（1.59） 
         の 4 つが全国より明確に高い。 




















図表 5-33 被災地域・隣接地域の回答者の科学リテラシーに関するオッズ比の変化 





図表 5-34 被災地域・隣接地域の回答者の科学技術への期待に関するオッズ比の変化 




 回答者の科学技術への期待に関するオッズ比は図表 5-34 となる。 
11 年 7 月の東北で、未知現象解明等（0.51）、宇宙海洋開拓分野（0.60） 
           関東で、わからない（0.73）、が全国より低い。 













図表 5-35 被災地域・隣接地域の福島第一原子力発電所事故影響不安に関する 
オッズ比の変化 
（出典：図表 5-18 から筆者作成） 
 
福島第一原子力発電所事故影響不安に関するオッズ比は図表 5-35 となる。 
11 年 7 月の関東では、全国に比べて 1.61 倍と明確に高い 





図表 5-36 被災地域・隣接地域の回答者の科学者等による地震情報発信方法に関する 
オッズ比の変化（出典：図表 5-20 から筆者作成） 
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科学者等による地震情報発信方法に関するオッズ比は図表 5-36 となる。 
11 年 7 月の東北でのインターネット（0.52）は明確に全国より低い。 
11 年 7 月の関東での新聞（1.30）、雑誌（1.44）、インターネット（1.67）は明確に全国より高い。 






図表 5-37 被災地域・隣接地域の回答者の大規模災害などの緊急時にとるべき対策 
に関するオッズ比の変化 




大規模災害などの緊急時にとるべき対策に関するオッズ比は図表 5-37 となる。 
11 年 7 月の関東で、住民に安心感を与えるような対策（0.67）が全国に比べて明確に低い。 











災害対策の強化のために注力すべき研究に関するオッズ比は図表 5-38 となる。 
11 年 7 月の東北で、影響極小化研究（0.50）は全国より明確に低い。 
11 年 7 月の東北（3.84）と 16 年 5 月の九州（1.49）で、わからない、が全国より明確に高い。 







図表 5-38 被災地域・隣接地域の回答者の災害対策の強化のために注力すべき研究に 
関するオッズ比の変化 
















① 熊本地震発生直前後の回答者の科学技術に対する意識変化の把握（図表 6-1 の 1.相当） 
② 東日本大震災発生後-熊本地震発生後間の回答者の科学技術に対する意識比較（図表








図表 6-1 熊本地震直前後と東日本大震災後-熊本地震後の意識比較 





(A) 16 年 3 月インターネット調査-5 月調査間比較 
観測度数の変化から、全国及び熊本県で、地震等などの自然災害から生活を守るための分
野に対する期待が向上した（図表 6-2、有意性水準 5％。以下同じ）。 
 
 
3 月調査                5 月調査        （5 月調査-3 月調査）差分 
 
図表 6-2 地震等などの自然災害から生活を守るための分野に対する期待の都道府県別変化




3 月調査                5 月調査        （5 月調査-3 月調査）差分 
 
図表 6-3 政府が実施すべき施策：スーパー台風や爆弾低気圧・ゲリラ豪雨など自然災害の予測




































































































































































(B) 11 年 7 月訪問面接調査-16 年 5 月インターネット調査間比較 
16 年 5 月時点でオッズ比推定値が、被災地域 > 隣接地域 > 1.0 (全国) 、 
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